





──福岡高那覇支判平成23・ 9 ・ 1 金判1381号40頁

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































保証協会は，2007年 8 月「信用保証協会信用保証約定書例の解説と解釈指針（第 9条～第11
条）」（金法1818号38頁参照）において，「例えば中小企業者ではない者が中小企業者を偽装して
保証を申し込んだ場合等，錯誤（民法第95条）により保証契約が無効となる場合がある」とし，
無資格者を主債務者とする保証について，その基本的な立場を明らかにしている。
22）
23）
58　（58）
の保護に一定の配慮を要すべき場合などを除いて，要素の錯誤の要件論として
はやや行過ぎ感があるように思われる。主たる債務者が反社会的勢力であった
ことについて，信用保証協会の保証契約に要素の錯誤があったとして，その無
効を認めた前掲神戸地姫路支判平成24・ 6 ・29も，上述の観点からは，同様の
評価がされるだろう。
　本判決が動機の錯誤が要素の錯誤になるかどうかを判断するにあたってとっ
た契約の解釈をもってすれば，以上の観点も，信用保証協会と銀行との契約内
容の一部として考慮されることを認める論理構成も，あり得るところであり，
そうすると，本判決の結論がそのまま維持できるかどうかは改めて検討を要す
ることとなろう。本判決は，こういった可能性を示唆したことで，この種問題
解決の合理性に資すことになるように思われる。
24）
一般的な問題として，消費者契約法等が適用できないとき，消費者保護を図るため，錯誤無効
により解決を図ろうとする見解（山下純司「錯誤の現代的意義」内田貴・大村敦志編『新・法律
学の争点シリーズ 1民法の争点』69頁（2007年，有斐閣））も注目される。
24）
